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イム危機は基本的に金融規制の欠如の問題」であるかの 2 つが考えられる（FRB は後者の判断に立っ
て行動をとっていると指摘）。竹森氏は、アメリカの消費減少に対してどこが需要を増やすかが問われ、
アジア経済の内需拡大型への転換であり、そのためには金融市場の発展がカギであるとしている。




　伊藤隆敏「地域振興券の教訓と定額給付金」『週刊東洋経済』2009 年 1 月 31 日号もおなじように、「家
計は現在の所得から今の消費を決めるわけではなく、将来の生涯所得と現在の資産を勘案して消費を
する」と理論的に考えても、地域振興券の景気押し上げ効果が小さいとする推計が妥当であるとみて
いる。「所得の低い家計への援助を手厚くすることを標榜する政党は、まったく労働のインセンティ
ブがない一時的な給付金の配布ではなく、納税者番号の導入と給付金つきの所得税（負の所得税）の
導入を政策に掲げるべきであろう」としている。
